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株式会社ふく薬品の株式取得（子会社化）についてのお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社ふく薬品（以下、「ふく薬品」といいます。）の

株式 245 株（52.58％）を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、下記のとお

り、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式取得の理由 

ドラッグストア業界は、少子高齢社会の進行にもかかわらず意欲的な出店により順調な拡大

が続くものの同業他社を含む競争が激化しており、業界再編も一段と強まり厳しい環境が続い

ております。一方で、令和 4 年診療報酬改定では「健康寿命の延伸」が掲げられ、「感染対策」

「地域包括ケア」「医療 DX」等、業界に密接に関連した施策が明示される事で、地域社会にお

いてドラッグストアが担う責任は益々高まるものと考えられます。 

このような状況下、当社グループは、「お客様の豊かな社会生活と健康な暮らしを提供します」

を企業理念とし、健康を意識した付加価値の高い商品やサービスの提供を行う「専門総合店舗」

を目指し、「調剤」、「カウンセリング」、「深夜営業」及び「介護」を中心とした独自のビジネス

モデルによる店舗づくりを行い、関東を中心に東北地方から九州地方まで、国内 2,493 店舗

（2022 年 5 月末現在）を展開しております。 

また、地域の有力企業とのグループ化により、質と規模を拡充し、ウエルシアモデルを中心

とした施策を推し進めてまいりました。 

一方、ふく薬品は、沖縄県内に 25 店舗（2022 年 3 月末時点、ドラッグストア 17 店舗、調剤

薬局 7 店舗、コンビニエンスストア 1 店舗）を展開しており、1978 年の創業以来、長きにわた

り、地域に根差した企業として高い信頼を得ております。 

これまで当社が出店していない沖縄エリアには、「人口の継続増加」や「全国一の出生率」と

いう優位性ある消費環境があります。ふく薬品が沖縄県で培ってきた信用力に当社グループの

ノウハウや人材等の経営資源をプラスすることで、沖縄エリアにおいて経営規模の拡大と経営

体質の強化が見込まれると考え、株式取得に至ったものであります。  

 



２．異動する子会社の概要 

（１）名称 株式会社ふく薬品 

（２）所在地 沖縄県那覇市泉崎二丁目３番地３ 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 田仲 康晃 

（４）事業の内容 ドラッグストアの運営 

（５）資本金 20 百万円 

（６）設立年月日 1989 年 4 月 1 日 

（７）大株主及び持分比率 田仲康晃 246 株（52.79％） 

（８）上場企業と当該会社 

   との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2020 年 3 月期 2021 年 3 月期 2022 年 3 月期 

純資産 550 百万円 615 百万円 667 百万円 

総資産 2,084 百万円 1,942 百万円 1,984 百万円 

１株当たり純資産 1,180,921 円 10 銭 1,321,420 円 97 銭 1,433,398 円 40 銭 

売上高 7,515 百万円 7,206 百万円 6,975 百万円 

営業利益 63 百万円 110 百万円 99 百万円 

経常利益 70 百万円 118 百万円 105 百万円 

当期純利益 121 百万円 65 百万円 52 百万円 

１株当たり当期純利益 259,998 円 52 銭 140,499 円 87 銭 111,977 円 42 銭 

１株当たり配当金 － － － 

（注）株式譲渡実行日前までに、ふく薬品のグループ会社である「株式会社サンキュウファーマ

シー」（2 店舗の調剤専門店を運営）をふく薬品が完全子会社化し、吸収合併する予定であります。 

なお上記（９）につきましては、株式会社サンキュウファーマシーの数値を合算しております。 

 

３．取得株式数、取得価額及び株式取得前後の所有株式数の状況 

（１）異動前の所有株式数 ０株（議決権の数：０個） 

（議決権の所有割合：０％） 

（２）取得株式数 245 株 

（３）異動後の所有株式数 245 株（議決権の数：245 個） 

   （議決権の所有割合：52.58％） 

（注）取得価格につきましては、機密保持契約により非開示としておりますが、ディスカウンテ 

ッド・キャッシュ・フロー法（DCF 法）による第三者の株式価値算定結果を勘案し、相手

先との合意により決定しております。 

 

４．株式取得の相手先の概要 

  株式取得の相手先は個人株主４名となります。なお、当社及び当社の関係会社と当該個人と 

 の間で記載すべき資本関係、人的関係、取引関係、その他特筆すべき関係はありません。 



５．日程 

（１）取締役会決議日 2022 年 7 月 22 日 

（２）株式譲渡契約締結日 2022 年 7 月 22 日 

（３）株式譲渡実行日 2022 年 12 月 1 日（予定） 

 

６．今後の見通し 

 本件による当社の 2023 年２月期業績に与える影響につきましては、現時点で軽微であると  

認識しておりますが、公表すべき事項が発生した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


